
第４章 安全衛生管理規程における就
業に当たっての措置



Ⅳ-1. 安全衛生教育の実施
（安衛法第59条）

安全衛生に関する知識及び技能を習
得させ、労働災害防止に役立たせる。
（１）雇入れ時教育、作業内容変更時教
育（安衛則第35条）。
（２）危険又は有害業務従事者に係る特
別教育（安衛則第36条） 。
（３）職長教育、その他監督者安全衛生
教育。



安全衛生教育の実施

2010年度労働安全衛生基本調査結果

事業所規模 実施 雇入れ時教育 していない
1,000 人以上 92.8 （95.3） 7.2
 500 ～ 999人 92.1 （94.6） 7.9
 300 ～ 499人 93.8 （95.7） 6.2
 100 ～ 299人 87.1 （93.2） 12.9
  50 ～　 99人 74.6 （92.4） 0.1
  30 ～　 49人 62.1 （92.9） 37.9
  10 ～　 29人 51.4 （86.4） 48.6

安全衛生教育



安全衛生教育の実施

機械等：作業に用いる機械等による事故を防ぐための教育
化学物質：作業に用いる化学物質の危険性・有害性に関する教育
腰痛：腰痛のおそれのある作業に関する腰痛予防対策に関する教
育
熱中症：熱中症予防に着目した暑い場所での作業に関する教育
メンタル：メンタルヘルスに関する教育
整理整頓：整理整頓に関する教育
応急措置：事故時における応急措置、退避に関する教育
交通事故：交通事故防止に関する教育
2018年度 労働安全衛生基本調査結果



（４）その他、安全衛生の水準の向上を図
るため、危険又は有害な業務に現に就
いている者に対する安全衛生教育。

２ 従業員は、会社の行う安全衛生教育
に積極的に参加しなければならない。







安全衛生委員会：安全委員会及び衛生委員会を含む
４Ｓ活動： 整理・整頓・清潔・清掃活動
避難訓練：災害発生時の避難訓練
災害防止：災害防止などを話し合うミーティング
作業安全：作業の安全に関するマニュアル類の作成
非常時：火災等非常時の対応・マニュアルの周知徹底

2018年度 労働安全衛生基本調査結果



危険予知：危険予知（ＫＹ）活動
指差呼称：指差し呼称活動
ヒヤリ・ハット：ヒヤリ・ハット事例の報告
安全パトロール：安全パトロールの実施
リスクアセスメント：リスクアセスメントの実施
安全衛生講話：朝・昼・終礼での安全衛生講話
運動・健康活動:社内の運動会や歩き推奨運動など健康に
関する活動
2018年度 労働安全衛生基本調査結果



Ⅳ-2. 就業制限
（１）特定の危険な業務。資格を有する者
以外の就労を禁止。
（２）女性労働者の重量物取り扱い作業、
就業制限対象化学物質。
（３）高年齢労働者の安全と健康の確保
のためのガイドライン。
（４）病者の就業禁止。



（１）就業制限業務の種類と必要な資格
＊労働安全衛生法施行令第20条並び
に労働安全衛生規則第41条及び別表３
＊その業務に従事するときは、免許証な
ど資格を証する書面を携帯。
＊免許：厚生労働大臣が指定する者（指
定試験機関）が行う免許試験に合格する
こと等により取得。
＊技能講習：都道府県労働局長が登録
を行った登録教習機関が教習を実施



（２）女性労働基準規則の改正
女性労働者の就業を禁止する業務
＊労働安全衛生法令に基づく作業環境
測定を行い、「第3管理区分」（規制対象
となる化学物質の空気中の平均濃度が
規制値を超える状態）となった屋内作業
場での全ての業務。
＊タンク内、船倉内などで規制対象の化
学物質を取り扱う業務で、呼吸用保護具
の使用が義務づけられている業務







（３）高年齢労働者に対する労働災害防
止対策の状況

2021年度 労働安全衛生調査（事業所）結果

事業所規模
高年齢労働
者が従事して
いる事業所

労働災害防
止対策に取り
組んでいる

労働災害防
止対策に取り
組んいない

1,000 人以上 98.2 90.3 9.3
 500 ～ 999人 95.3 89.5 9.0
 300 ～ 499人 98.4 89.9 9.4
 100 ～ 299人 94.4 87.1 10.9
  50 ～　 99人 94.5 85.2 12.0
  30 ～　 49人 84.4 79.0 19.0
  10 ～　 29人 69.9 75.4 22.5



（４）病者の就業禁止。
健康を害している労働者本人の悪化を

防止すること、同僚労働者に被害が及ぶ
ことを防止すること。
＊伝染予防の措置をした場合は、この限
りでない。
＊事業者は、就業を禁止しようとするとき
は、あらかじめ、産業医その他専門の医
師の意見をきかなければならない。





（４）傷病（がん、糖尿病等の私傷病）を
抱えた労働者が治療と仕事を両立できる
ような取組の有無

2021年度 労働安全衛生調査（事業所）結果

事業所規模
両立できるよ
うな取組があ
る事業所

通院・体調等
の状況に合
わせた配慮

取組がない

1,000 人以上 85.0 95.7 13.5
 500 ～ 999人 74.6 94.8 23.7
 300 ～ 499人 73.3 89.8 25.7
 100 ～ 299人 65.3 89.0 33.6
  50 ～　 99人 44.9 88.9 52.3
  30 ～　 49人 47.8 92.4 49.2
  10 ～　 29人 37.2 91.3 60.5
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